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Abstract: After the Great Hanshin Awaji Earthquake, the formation ratio of voluntary disaster prevention organization exceeds 80%, 

and in recent years the activities of voluntary disaster prevention organization are very important. 

However, since there is no standard as an activity content and individual instructors have decided the content and frequency of 

disaster prevention activities, the role as an instructor is not clarified, and there is a difference in activities among voluntary disaster 

prevention organizations. Therefore, in this research, we clarify the roles and activities of local disaster prevention instructors and 

aim for research results that will guide guidelines for areas that will train local disaster prevention instructors in the future. 

 

１．はじめに 

阪神淡路大震災や東日本大震災過去の自然災害では，

共助活動，即ち地域住民による救出・救助活動が全体

の 7 割に達した． 

自主防災組織の結成は阪神淡路大震災以降注目され，

2016 年では自主防災組織の結成率が，全国で 83％を超

えており，災害での救出・救助活動において，組織の

活動がとても重要視されている．また，東日本大震災

では各自治体の自主防災組織と避難所との連携が取れ

ずに，自主防災組織が機能せず，住民は受け入れ可能

な避難所などの正確な情報の入手が困難であった． 

宮城県と静岡県は自主防災組織を指導する地域防災

指導員の養成制度を，全国で両県だけ取り入れている．

両県が求める地域防災指導員の養成の目的として，「避

難所となりうる場所と相互につながりの深い組織との

連携」・「地域内の情報の共有化」・「巡回個別指導によ

るきめ細やかな自主防災活動の充実・徹底」を目指し

ている．しかしながら，指導員の活動内容として明確

な基準となるものがなく，指導員個人に防災活動の内

容や頻度を一任しているため， 地域防災指導員として

の役割が明確化されず，自主防災組織間で活動に差が

生まれている． 

２．研究目的 

本研究では，東日本大震災での地域防災指導員の活

動実態を調査し，日常的に行われている活動内容をま

とめ，自主防災組織にどのような効果をもたらしてい

るかを調査することで今後，地域防災指導員制度導入

を目指そうとしている地域への指標となる知見を得る

ことを本研究の目的とする． 

３．研究方法 

3-1．研究対象地の概要 

対象地は，地域防災指導員制度を積極的に取り入れ

ている宮城県と静岡県を選定した．宮城県では，東日

本大震災時に最も死者数が多かった 5 市を選定し，静

岡県では南海トラフ地震時に最も被害を受けることが

予想される 5 市を選定した． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2．調査方法 

宮城県，静岡県ともに選定した市内で，活動してい

る地域防災指導員の方へ，郵送によるアンケート調査

を実施し回答を得た． 
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Table 1. Target location 

Table 2. Investigation Overview 
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４．調査結果及び考察 

4-1．自主防災組織の活動について 

アンケート結果を Figure 1 と Figure 2 に示す． 

「現在の自主防災活動・実施率に関しての満足度を

教えてください」の設問で，「満足」・「どちらかといえ

ば満足」との回答が宮城県は 76%，静岡県では 21%と

なった．その理由として, 静岡県対象地区の 83%の活

動が「避難訓練」のみであり，組織としての活動がな

いことが満足度が低くなった要因であると考えられる． 

宮城県気仙沼市では，東日本大震災時に行政と自主

防災組織の連携がとれず，避難の情報伝達が遅れた経

験から，独自の情報伝達避難訓練を実施するようにな

った．しかし避難訓練の実施回数は「年に 1 回」しか

活動しておらず，住民の参加人数や天候・時間はその

都度変わる為，様々な天候・時間を想定した避難訓練

の実施を検討するべきと考える．  

現在，静岡県では避難訓練以外の訓練が行われてお

らず，今後宮城県の防災活動内容を地域特性に合わせ

て取り入れていくとで，静岡県も改善されていくと考

えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-2．地域防災指導員としての活動について 

「地域防災指導員として普段どのような活動をして

いるか」の設問を行った．宮城県では，地域防災指導

員の通常活動内容である「災害図上訓練」が 6％，「避

難所運営ゲーム場所」8％，「事業継続マネジメント案

内」3％，「被害想定」5％が挙げられ，「その他」3%，

「特にしてない」65％の回答が得られた．また「その

他」の活動として「防災パンフレットの作成」が挙げ

られた（Figure 3）．静岡県では「災害図上訓練」22％，

「避難所運営ゲーム場所」13％，「事業継続マネジメン

ト案内」5％，「被害想定」9％，「その他」42%，「特に

してない」9%の回答が得られた（Figure 4）．「その他」

の中でも静岡県御前崎市では通常の活動以外に，市防

災指導員会議や市指導員視察研修・防災講習会を開き，

指導員自らが会議を設けることで，指導員同士の意見

交換から得られた内容を，地域防災活動に反映するこ

とを企図している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ  

本研究では，以下の知見を得られた．宮城県では自

主防災組織の活動は行われていたが，指導員としての

活動は避難訓練での指導が主な活動だった．静岡県の

自主防災組織では，活動内容の希薄さがみられたが，

地域防災指導員に対しては県が研修や会議を開き，地

域防災指導員制度の促進を行っていた． 

地域防災指導員は，研修や会議を通して交流し，地

域防災指導員による地域間での連携を強化することで，

地域防災活動が有効に機能していくのではないかと考

えられる．今後は両県対象地区の行政へのヒアリング

を実施し，行政と地域防災指導員の関係を把握し，こ

れからの指導員の在り方を明確にしていく． 

 

 

 

 

Figure 1. Level of satisfaction in Miyagi Pre. 

Figure 2. Level of satisfaction in Shizuoka Pre. 

Figure 4. Activity in normal times in Shizuoka Pre. 

Figure 3. Activity in normal times in Miyagi Pre. 
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